
業務概要 ⑫自動車

自動運転への取組み

自動車の安全対策

安全基準の策定、型式認証、車検、リコール制度等により自動車の安全の確保・向上を図る。

2020年の自動運転車の実用化に向け、道路運送車両法に基づく制度を改正し環境整備を図る。
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事故実態の把握

多角的な原因の分析

・「人」の要因（運転者等）
・「道」の要因
・「車」の要因
・「管理」の要因 など

対策の実施

重点分野の抽出
（量的・質的）
↓
対策案の検討
↓
事前評価分析
↓
対策の選定

低減目標の設定

効果の評価

低減目標と対策
による効果の
乖離の評価

車両の安全対策のＰＤＣＡ

次世代自動車に係る安全基準

ハイブリッド自動車等の車両接近通報装置（QRTV）

車線変更の自動操舵（ACSF）
手を添えた自動ハンドル（車線変更）

○ 自動運転車については、高速道路において自動運転を実施する車や、過疎地等の限定地域において無人で移動サー
ビスを提供する車の2020年目途の実用化に向けて技術開発が進められている

○ 自動車技術の電子化・高度化により、自動ブレーキ等の先進技術搭載車が急速に普及し、
通信を活用したソフトウェアの更新による自動車の性能変更が可能となっている

＜自動ブレーキの新車乗用車搭載率＞

自動運転車等の安全な開発・実用化・普及を図りつつ、設計・製造過程から使用過程

にわたり、自動運転車等の安全性を一体的に確保するための制度整備が必要

２．自動車の電子的な検査の導入１．保安基準対象装置への自動運行装置の追加

スキャンツール

接続 通信

OBDポート

４．自動運行装置等に組み込まれたプログラムの改
変による改造等に係る許可制度の創設

３．分解整備の範囲の拡大及び点検整備に必要な技
術情報の提供の義務付け

(出典) 
Continental
ホームページ

(出典)
SUBARU
ホームページ

新たに対象となる整備・改造の例（カメラ、レーダー等のセンサーの交換・修理）

カメラ レーダー

高速道路における自家用車の自動運転（イメージ）

限定地域での無人自動運転
移動サービス（イメージ）

電気通信回線
自動車製作者等 自宅等

改造

プログラム改変による改造等のイメージ



観光地における電気バスの導入（伊勢神宮）

伊勢神宮の式年遷宮を機に、伊勢市

内既存路線で大型電気バスを運行し、

ＣＯ２排出量の削減、観光振興及び電

気自動車の普及促進に取り組むもの。

国際的な取り組み

環境対応車の開発・普及促進への取り組み、最適な利活用の推進

日本の技術・基準の戦略的国際基準化 アジア諸国の国際基準調和活動への参加促進

国際的な車両認証制度の実現 基準認証のグローバル化に対応する体制の整備

自動車の国際基準づくりに積極的に参画し、日本が強みを有する分野で基準策定をリード。

国連の会議における国際基準の提案
（ジュネーブ）

Ｇ７交通大臣による自動運転車試乗
（軽井沢）

専門家会合における議長職（東京） Ｇ７交通大臣会合（軽井沢）

CO2削減のため、燃費基準の策定、経済的インセンティブ、最適な利活用の推進等の施策を展開。

新たな燃費表示の導入

自動車の燃費は走行環境により変化すること
から、自動車ユーザーの走行環境に応じた燃
費性能を情報提供するため、平成29年7月以
降 、WLTCモードに基づき、市街地、郊外、高
速道路毎の燃費の表示を順次導入。（平成30
年10月以降の新型車に義務付け）

超小型モビリティの利活用

電気がエネ
ルギーか
つ高効率

太陽光発電と電気バスを組み合わせて、

全くＣＯ２を排出しない、「ゼロエミッション交

通システム」を構築し、地域の環境対策を

推進するもの。

ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ交通ｼｽﾃﾑ
電気バスを活用したｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ交通ｼｽﾃﾑ構築

地域交通における環境対応車の利活用

税制優遇措置・補助制度基準の策定

■野心的な燃費・排出ガス基準の策定

≪燃費基準≫
○２００６年に世界で初めて重量車の燃費基準を策定し、２０１７年１２
月に次期基準を策定。

○世界最高水準となる２０２０年度乗用車燃費基準を２０１３年に策定。

≪排ガス基準≫
○２０１６年に乗用車にWLTPを導入（２０１８年１０月に適用開始）。

■税制優遇措置（エコカー減税等）

○電気自動車等次世代自動車への減免
○ガソリン自動車等への燃費及び排ガス性能に応じた減免

■次世代自動車の導入補助
○ 環境性能に優れた自動車を導入する場合等に、一定額を補助。
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トヨタ SORA

国土交通省の補助により東京都交通局に導入


